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第８回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ） 

大臣級会合の結果について 

 

平成１９年 １２月２７日 

内閣府 原子力政策担当室 

 

 内閣府、原子委員会は平成１９年１２月１８日（火）に三田共用会議所

（東京）で、第８回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ：Forum for 
Nuclear Cooperation in Asia）大臣級会合を開催した。ＦＮＣＡ参加国で
あるオーストラリア、バングラデシュ、中国、インドネシア、日本、韓国、

マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナムの全１０ヶ国から原子力を所管

する大臣級代表が出席した。我が国からは、岸田内閣府特命担当大臣（科

学技術政策）が会合議長として参加するとともに、近藤原子力委員会委員

長、田中委員長代理、松田委員、広瀬委員、伊藤委員及び西川内閣府大臣

官房審議官他関係省庁（内閣府、文科省、外務省、経産省）の行政官並び

に町ＦＮＣＡ日本コーディネータ等が参加した（添付資料１：各国代表者

リスト）。 
 今次会合において、①２０１３年以降の地球温暖化対策の枠組みにおい

て、原子力発電の導入を促進し、原子力発電をクリーン開発メカニズム（Ｃ

ＤＭ）の対象とすべきこと、また、②原子力発電の利用は、核不拡散、原

子力安全、核セキュリティの確保が大前提である旨について再確認し、地

域として今後協力してこれらに係わる取組を行っていくこと等からなる

共同コミュニケを発出している。地域としてこのような共同コミュニケを

発出したのは世界で初めてのことである。 
以下、会合の結果概要を報告する。 

 
（１）開会挨拶 

 冒頭、セッション議長である近藤原子力委員長によって、本会合の開

催によせた福田総理大臣からのメッセージが読み上げられた。続いて、

岸田大臣が開会挨拶を行い、原子力発電の促進を目標とした協力を実施

し、農業や医学などへの放射線利用の推進においても多くの成果をあげ
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つつあるＦＮＣＡの活動は、アジア地域の持続的発展に貢献するもので

あり、ますます重要性を増していることを述べた。次に、参加各国代表

の自己紹介が行われた。 

 その後、西川審議官より、上級行政官会合の議長として、前日開催さ

れた同会合において「持続的発展に向けた原子力エネルギーの平和利用

に関するＦＮＣＡ共同コミュニケ（案）」及びＦＮＣＡ活動に関する「第

８回ＦＮＣＡ大臣級会合決議（案）」がとりまとめられ、大臣級会合に

提案することになった旨の報告がなされた。 

 

（２）セッション１：｢ＦＮＣＡ活動報告｣ 

 町ＦＮＣＡ日本コーディネータより、①第８回コーディネータ会合

（２００７年３月開催）の結果と８分野（研究炉利用、農業利用、医学

利用、工業利用、放射線廃棄物管理、原子力広報、原子力安全文化、人

材養成）におけるプロジェクトの成果、及び②第 1 回「アジアの原子力

発電分野における協力に関する検討パネル（２００７年１０月開催）」

の結果について報告がなされた。また、今後の検討課題として、地域や

各国のプライオリティのより的確な反映、成果の利用に関する最終ユー

ザーとの協力の強化、他の地域協力活動との協同による効率化等が提案

された。 

 

（３）セッション２：｢原子力エネルギー平和利用への取組みとＦＮＣＡ

活動｣ 

 各国の代表より、原子力エネルギーに係わる政策全般、原子力発電の

利用と関連する活動の状況及び各国のＦＮＣＡ活動への取組について

報告された。日本からは近藤原子力委員長から報告を行った。 

【各国発表概要】 

①バングラデシュ 

エネルギー面では、国民の３５％のみが電力を利用している状況であり全

国民が電力の利用を可能とすることが課題。また、干ばつ・洪水などＣＯ２
の排出削減が重要と認識。将来のエネルギー需要を満たすためにも原子

力発電について検討。非発電分野では、ガン治療が大きな課題。 
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②中国 

国家政策として環境保護を重視。原子力発電を含む再生利用エネルギー

を促進。原子力技術開発については、高温ガス炉、ＧＩＦ、ＩＴＥＲなど国際

協力に積極的に参画するとともに、放射性廃棄物の管理など規制体制を

強化。 

③インドネシア 

放射線育種、テクネシウム９９ｍジェネレータなどＦＮＣＡの放射線利用分

野での成果を活用。医療分野も含め今度もＦＮＣＡ活動に積極参画。エネ

ルギー安定供給のため、原子力発電を必要としており、安全を確保し２０

１５年―２０１９年に原子力発電の運転開始に向け取組む。 

④日本 

原子力政策大綱に則り平和利用に限定し原子力を促進、ＦＢＲ及び先進

軽水炉などの開発を進めている。柏崎刈羽原子力発電所における地震に

よる経験を国際社会と共有することが重要。原子力発電の新規導入国の

人材養成など基盤整備をサポート。放射線利用分野の促進、ＡＮＴＥＰの

促進も重要。パートナーシップの精神のもと協力を促進。 

⑤韓国 

エネルギーの確保が第一の優先課題であり原子力発電は第一のオプショ

ン。１月に第３次包括的原子力推進計画を策定するとともに廃棄物保管

場を決定。ＩＮＰＲＯ、ＧＩＦ、ＧＮＥＰなどの国際協力に積極的に参画。ＩＡＥＡ

によるＮｕｃｌｅａｒ Ｓａｆｅｔｙ Ｓｃｈｏｏｌの役割は重要。原子力エネルギーにつ
いてのＦＮＣＡの協力に積極的に貢献。 

⑥マレーシア 

原子力発電の導入は決定していないが、原子力の安全・不拡散にかかわ

る様々な国際条約を締結、それに沿って法整備を進めるとともに原子力

の広報活動に注力。ＡＮＴＥＰの下での人材育成を推進し、ＦＮＣＡ活動に

積極的に参加するとともに、特に医療分野に注力を表明。 

⑦フィリピン 

本年初めにエネルギー省が原子力発電を電力供給のオプションとして見

直しを開始。国内では原子力関連のセミナー等を開催。また、閉鎖中の原

子力発電所（バターン）の復活に向けた調査が始動。本年１月の第２回東

アジアサミット、８月の第２５回ＡＳＥＡＮエネルギー大臣会合でエネルギー
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供給の１つとして原子力に言及。特に後者では、ＡＳＥＡＮ原子力安全サブ

セクターネットワーク設立を合意。 
⑧タイ 

輸入エネルギー依存やエネルギー消費の増加、石油価格高騰等から原

子力発電の導入を計画。国家エネルギー政策評議会や国家エネルギー

政策委員会、内閣がタイ国家エネルギー政策や開発計画を承認。２０２０

年－２０２１年に４，０００ＭＷの原子力発電所導入を計画。現在建設サイ

トを選定中。今までのＦＮＣＡ活動に感謝しつつ、放射線加工の分野でＦＮ

ＣＡとＲＣＡの協力に期待。 
⑨ベトナム 

昨年１月に、２０２０年までに最初の原子力発電所の建設、運転を行うとの

「原子力エネルギーの平和利用のための長期戦略」を策定し、今年７月に

同長期戦略を実行するための「行動計画」を策定するとともに「原子力法」

の制定に向け作業中。不拡散・原子力安全・核セキュリティの確保にコミッ

ト。原子力発電にかかわる情報共有に期待。従来のＦＮＣＡの活動分野に

おいても継続して協力を推進する。 

⑩オーストラリア 

１１月に政権が交代、原子力発電は支持しないもののウラン採掘は継続し

て支持。バリのＣＯＰにて京都議定書に批准。原子力発電の将来の取組

みは見えないが、放射性廃棄物の安全処理、オパール炉のような原子力

科学技術については今後も継続して取り組む。ＲＣＡとの相乗効果及びプ

ロジェクトを適切に評価し効率的に推進することを期待。 
 

(４)セッション３：「放射線利用を中心としたＦＮＣＡ活動」 

 町ＦＮＣＡ日本コーディネータより、放射線利用分野である研究炉利

用、農業利用、医学利用、工業利用分野の成果と今後の取組の方向につ

いて、テクネシウム９９ｍジェネレータ等の例を上げ報告された。 

 

（５）セッション４：円卓討議 

 西川審議官より、①２００８年度ＦＮＣＡ計画、②共同コミュニケの

内容とその積極的発信、③人材養成パネルのフォローアップ等、今後の

ＦＮＣＡ活動計画等について上級行政官会合としての提案が説明され

たところ、参加国から「持続的発展に向けた原子力エネルギーの平和利

用に関するＦＮＣＡ共同コミュニケ」（添付資料２）及びＦＮＣＡ活動



 

- 5 - 

に関する「第８回ＦＮＣＡ大臣級会合決議」（添付資料３）に合意が得

られた。 
 
(６)閉会セッション 

 閉会セッションでは、岸田大臣より会合サマリー案が報告され各国か

ら了承された。 

 引き続き、９ヶ国－日本、バングラデシュ、中華人民共和国、インド

ネシア、大韓民国、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナムの代表が

共同コミュニケに署名を行った。署名にあたっては、岸田大臣を始め各

国代表から、本コミュニケは、エネルギー安定供給と地球温暖化対策と

しての原子力発電の活用を地域ブロックから提案した画期的なもので

あること、今後コミュニケにうたわれた理念を具体的な行動に移すこと

が重要であり核不拡散・原子力安全・核セキュリティを確保した原子力

発電の促進に協力して取組むべきこと、等の所感が述べられた。 

  

 署名後に参加１０ヶ国による共同記者会見を実施した。冒頭、岸田大

臣から本会合の結果概要が紹介されるとともに、共同コミュニケの意義

について述べられた。その後、質疑応答の中で、岸田大臣より、共同コ

ミュニケのメッセージは、地球環境問題が話し合われる国際会議等にお

いて積極的に発信していく等の意図表明がなされた。 

 

最後に、エステラ・Ｆ・アラバストロ、フィリピン科学技術大臣より、

第９回ＦＮＣＡ大臣級会合がフィリピンで開催されることが紹介され

た後、岸田大臣より閉会が宣言された。 
 

以上 
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第８回ＦＮＣＡ大臣級会合代表者 

Forum for Nuclear Cooperation in Asia Ministerial Lｅｖｅｌ Meeting 

representatives. 
 

①日 本（ＪＡＰＡＮ） 

  ・岸田 文雄 内閣府特命担当大臣（科学技術政策担当大臣） 

（Mr. Fumio KISHIDA Minister of State for Science and Technology Policy） 

・近藤 駿介 原子力委員会委員長 

（Dr. Shunsuke KONDO Chairman, Japan Atomic Energy Commission） 

②バングラデシュ（BANGLADESH） 

・Mr. S.M. Wahid-uz-Zaman（ウァヒド・ウツ・ザーマン） 

 バングラデシュ科学・情報・通信技術省（ＭＯＳＩＣＴ）副大臣 

③中  国（CHINA） 

・Mr. Sun Qin（ソン・キン） 中国国家原子能機構（ＣＡＥＡ）主任（大臣） 

④インドネシア（INDONESIA） 

・Dr. Hudi HASTOWO（フディー・ハストゥオ） 

インドネシア原子力庁（ＢＡＴＡＮ）長官 

⑤韓国（KOREA） 

・Dr. Chung Yoon（鄭 潤（チョン・ユン））科学技術省（ＭＯＳＴ）副大臣 

⑥マレーシア（MALAYSIA） 

・Dato’ Kong Cho Ha（コン・チョー・ハ） 

マレーシア科学技術革新省（ＭＯＳＴＩ）副大臣 

⑦フィリピン（THE PHILIPPINES） 

・Dr. Estrella F. Alabastro（エストレラ．Ｆ．アラバストロ） 

フィリピン科学技術省（ＤＯＳＴ）大臣 

⑧タ  イ（THAILAND） 

・Dr. Suchinda Chotipanich（スチンダー・チョートパニット） 

タイ科学技術省（ＭＯＳＴ）次官 

⑨ベトナム（VIET NAM） 

・Dr. Tran Quoc Thang（トラン・クウォック・タン） 

 ベトナム科学技術省（ＭＯＳＴ）副大臣 

⑩オーストラリア（AUSTRALIA） 

・Dr.Ron Cameron （ロン・キャメロン） 

オーストラリア原子力科学技術機構（ＡＮＳＴＯ）専務理事 
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（仮訳） 

 

持続的発展に向けた原子力エネルギーの平和利用に関する 

アジア原子力協力フォーラム（FNCA）共同コミュニケ 
 

我々、FNCA参加国であるバングラディシュ、中国、インドネシア、
日本、韓国、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナムの代表団の

長は、 
 

1) 積極的な地域のパートナーシップを通して、原子力技術の平和的
で安全な利用を進め、社会・経済的発展を促進することが FNCA
の目的であることを想起し、 

 

2) 2006 年 11 月のクアンタンにおける｢第７回 FNCA 大臣級会合｣
の結果、2004 年－2006 年に開催した FNCA｢アジアの持続的発
展における原子力エネルギーの役割｣検討パネルの報告及び2007
年 10 月に東京で開催した FNCA｢アジアの原子力エネルギー分
野における協力のための検討パネル｣における議論を想起し、 

 

3) 急速な経済成長により、この先 20 年から 30 年、参加国において
エネルギー消費の急激な増加が見込まれる一方、化石燃料の埋蔵

量が限られており、参加国の持続的発展のためには、将来のエネ

ルギー安定供給が共通の課題であることを認識し、 

 

4) エネルギー安定供給のための共通の戦略として、省エネルギーの

促進及びエネルギー効率の改善、エネルギー源の多様化の促進及

びエネルギーミックスの最適化、バイオマス、風力、太陽光及び

水力を含む再生可能エネルギー源の開発、民生原子力発電の導入、

添付資料２ 
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また、エネルギーネットワークの確立が重要であることを認識し、 

 

5) 化石燃料の燃焼に起因する大気汚染の防止や地球温暖化の最小

化は、共通の目的であることを認識し、 

 

6) 民生原子力発電は、発電過程で温室効果ガスを排出しない電源で

あるとともに、電力供給の基盤を担うことが可能である実証され

た技術であることから、エネルギーの安定供給や温室効果ガスの

排出の削減の双方に貢献できる実用的な手段の一つであること

を強調し、 

 

7) 民生原子力発電を推進するためには、核不拡散、原子力安全及び

核セキュリティーの確保が前提であるとともに、技術的基盤の整

備とともに、人材、規制体制、金融メカニズム及び国民的合意な

どの社会的基盤の整備が必要不可欠であることを強調し、 

 

8) 2006 年 11 月のウィーンにおける｢原子力発電への新規参入に係
わる課題に関するワークショップ｣及び 2007 年 9 月の第 50 回
IAEA総会における｢原子力エネルギーに関する総会決議｣など、
IAEAにおける国際的な民生原子力発電拡大に対する取組みを歓
迎し、 
 

以下を決定する。 

 

1. 2013 年度以降の地球温暖化対策の枠組みにおいては、以下の重
要性を世界的な認識とすべく働きかけを行う。 

 a) 核不拡散、原子力安全及び核セキュリティーの確保を前提に、

クリーン なエネルギー源である原子力発電の導入を促進する
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こと、 

 b)原子力発電は温室効果ガスを排出しないものであることから

クリーン開発メカニズム（CDM）の対象として考慮されるべ
きであり、また、民生原子力発電施設が気候変動特別基金の

利用の対象とされるべきであると認識すること、 

 

2. CO2 等の温室効果ガス排出の長期的かつ有効な削減手段として

民生原子力発電の利用を推進するための政策対話を積極的に促

進するとともに、地球温暖化の要因である CO2の削減に向け積

極的に貢献する。 
 
3. 核不拡散にかかわる IAEA との協力の強化、保障措置協定及び
それにかかわる追加議定書の締結に向けた努力を行い、核不拡散

の確保に努める。 
 

4. 原子力安全にかかわる情報や経験の共有などを促進することに
より、原子力安全の確保に努める。 
 

5. IAEAや国際社会と協調し、IAEAの核セキュリティーセミナー
など国際的な取組みに積極的に参加し、核セキュリティーの確保

に努める。 

 

6. 原子力技術の平和的で安全な利用を強化、促進するために、技術

的基盤や人材養成、規制体制、金融メカニズムなどの社会的基盤

に係わる情報の交換や経験の共有を促進する。 

 



添付資料３ 

第 8回 FNCA 大臣級会合決議（仮訳） 

 

2007 年 12 月 18 日に東京で開催された、第 8回大臣級会合において、FNCA 参加

国―オーストラリア、バングラデシュ人民共和国、中華人民共和国、インドネ

シア共和国、日本、大韓民国、マレーシア、フィリピン共和国、タイ王国、ベ

トナム社会主義国―は、以下の FNCA 活動の実施を決定した。 

 

―2008 年に、第 9回大臣級会合をフィリピンで開催すること、第 9回コーディ

ネーター会合を日本で開催すること、及び、アジアの原子力発電分野におけ

る協力に関する検討パネルの第 2回会合を日本で開催すること 

 

―2007 年 2 月の第 8 回コーディネーター会合で提案された計画に沿って、8 分

野での 11 の FNCA プロジェクトの実施に協力すること 

A：研究炉利用   D：工業利用 

  A1：中性子放射化分析  E：放射線廃棄物管理 

  A2：研究炉基盤技術  F：原子力広報 

B：農業利用       G：原子力安全文化 

  B1：放射線育種      H：人材養成 

  B2：バイオ肥料 

C：医学利用 

  C1：医療用・PET サイクロトロン 

  C2：放射線治療 

 

―2007 年 10 月に東京で開催された「第 1回アジアの原子力発電分野における協

力に関する検討パネル」での決定である、教育機関、人材養成プログラム、

初期の原子力発電所建設の経験等の原子力発電の導入に向けた人材養成に関

する詳細情報を、FNCA のインターネットサイト等を活用して FNCA 参加国間で

共有するという決定をフォローアップすること 

 

―署名各国が温暖化に関する国際会議における発表等の種々の手段によって、

共同コミュニケを各国内及び国際社会に広めることに努め、また、共同コミ

ュニケの条項の実施に積極的に努力すること 
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